
平成２２年度一般会計当初予算説明資料

３款 民生費

１項 社会福祉費 人権推進課（内線：７５９０）→事業実施：人権・同和対策課

（ ）１目 社会福祉総務費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(新)

人権意識調査事業 1,668 0 1,668 1,668

トータルコスト 4,895千円（前年度 0円） [正職員: 0.4人]

調査項目の決定、 対象者の抽出・整理、調査票の発送・回収主な業務内容 調査

－工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

新たに認識の高まった人権問題をはじめ人権についての県民意識及びその変化を把握し、人権

教育、啓発や人権施策基本方針の改訂など今後の人権施策推進の基礎資料とする。

２ 主な事業内容

１ スケジュール 平成２２年度 調査項目の検討、調査実施

平成２３年度 調査の集計、分析

２ 調査内容 ・新たに認識の高まった人権問題をはじめ各種人権問題に対する県民意識

・前回（平成１６年度）調査からの県民意識の変化

３ 調査の対象者 ２０歳以上の県民から１００人に１人を抽出

（対象者数約５，０００名を想定）

４ 調査方法 郵送により行う

３ これまでの取組状況・改善点

・過去２回（平成９年度、平成１６年度）調査を実施し、人権施策基本方針の改訂、人権教育・啓

発、県政説明など各種事業の基礎資料として活用している。

・従来、別々に実施していた「同和問題意識調査」を統合する。


